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Ⅰ、来年度の予算編成について
今年もまた予算編成の季節を迎えました。いうまでもなく予算は市長の考え方や政策が反映されたものであり我がまちの行政の設計書ともいうべきものであります。

折も折、日本経済が急減速する恐れが高まっています。内閣府が１１月１２日発表した７～９月期の国内総生産（ＧＤＰ、季節調整済み）速報値は、物価変動の影響を除いた実質で前期比０．９％減、年率換算で３．５％減となり、マイナス成長は３四半期ぶり。債務危機問題を抱える欧州など世界的な景気減速により輸出や企業の設備投資が大きく落ち込んだ上、エコカー補助金の終了で国内の自動車販売が鈍化してきています。東日本大震災の復興需要が本格化した今年、日本経済はプラス成長を維持してきましたが、夏場にブレーキがかかった格好です。すでに景気後退期に入った可能性も浮上してきました。
　そして、景気失踪の懸念の中で衆議院が解散、１２月１６日の投票日という３年ぶりの衆議院選挙、政権選択となり、国民の暮らしや経済に大きくかかわる来年度予算案や税制改正案、復興予算の見直しも年明けにずれ込む見通しとなりました。さらに予想されるような政権交代があれば、予算編成の準備を最初からやり直す可能性もあり、予算が国会で成立するのは５月までずれこむとも言われています。

こうした国内情勢の下で、先日、副市長名で、平成25年度予算編成について示されました。それによりますと財政見通しについて、歳入では税制改正による個人市民税、市たばこ税の増収が見込まれる一方、国の厳しい財政状況から、地方交付税の見通しも極めて不透明な状況にあります。また、歳出においては社会保障関係経費や、防災減災対策、老朽化した公共施設の改修のほか、市民ニーズへの対応など財政需要は、ますます増大傾向にある（豊橋市の場合）とのことでした。
　古来、健全財政の心構えとして、「入るを量りて出ずるを制す」と言われます。収入をよく見定めてから支出を行うべきというものでありますが、財政均衡は古今の鉄則でもあり、またその重要性を示した言葉でもあります。そのような中で、いかに住民負担をかけずに、効率的な市民サービスを提供していくかが問われるとも言えます。
私たち公明党市議団も先日、市長に対して120項目にわたる予算要望を申し上げたばかりです。そこで、これらを踏まえ、以下4点伺います。

(1)編成における部局枠配分とシーリング設定について。
　部局枠配分については、各部局の自主性を尊重しながら、経費抑制が可能なことから有効な手法として、平成18年度から導入されました。この間、決算の状況や行政評価の結果が直接反映できることから、一定の成果はあったものの、その反面、部局間の予算面における横断的な調整が困難になり、また長引く経済不況からマイナスシーリングが続き、平成24年度はゼロシーリングであったものの、平成25年度はマイナス5％シーリングが設定されました。
　そこで部局枠配分をどのように検証され、またマイナス5％シーリングに至ったのか、編成における部局枠配分とシーリング設定について伺います。
　
(2)事業の見直しと選択、重点化について。
　予算編成における留意事項として、部局別行動計画を確実に実行するとともに、行政評価を十分活用して、事業の優先度、緊急度等を精査し、事業の見直しと選択、重点化に努めると挙げられております。
　しかし、これだけ厳しい財政状況の中、徹底した事業の見直しが求められているにもかかわらず、どうしても事業の一律削減や矮小化につながり、また行政評価の活用といっても、内部で評価し判断すると、そこに甘さが出てしまいます。十分な見直しが図られたのかが課題であり、まさに事業の選択と集中が求められます。大胆な事業見直しが必要と考えますが、どのように取り組んでいくのか、そこで事業の見直しと選択、重点化について伺います。
　
(3)多様な協働による事業推進について。
　同じく留意事項として、これまで以上に、「多様な協働による事業推進を検討」と明記されております。これまで本市では、指定管理者制度を含む、民間委託等の推進やＰＦＩ手法の活用に積極的に取り組んでまいりました。新たな行財政改革プランでは、企業のみならず、市民等も公益的な地域活動の推進に取り組む、いわゆる地域力という新たな視点を取り入れました。新しい公共と言われるように、今、自助・共助・公助の在り方が課題になっていますが、今後どのように取り組んでいくのか、そしてどう予算の中で特徴として出していくのかが注目されております。
　そこで、多様な協働による事業の推進について伺います。

(4)新たな財源確保の検討について。
　「入るを量りて」の入りの部分、すなわち歳入について資金繰りのめどを立てること、安定した財源の確保が求められます。税収の減収や交付金について期待できないとするならば、増収につながる政策や新たな財源の確保が求められます。新たな財源確保について、どのような検討がなされたのか伺います。
（5）地方税を取り巻く動きについて

　8月に成立した消費増税法では、増税後に住宅や自動車の販売が減らないように購入者の負担を減らすことにし、住宅ローン減税の延長・拡充などの具体策を検討しているが、その多くが地方に入る「地方税」を減税することになるため、「押しつけである」と地方が反発している。また自動車業界の労使らが自動車取得税と自動車重量税を消費税の引き上げまでに廃止すべきだ」と訴えている。自動車取得税は50万円を超える自家用車を買った時にかかる地方税である。このような動きに市長はどのような認識か伺います。
（6）増大する生活保護について
　国においては生活保護を受ける人が210万人を超え、かかる費用は年間3兆7千億円にもなり、大きな関心を寄せています。生活保護の財源はすべて公費で国が４分の３、自治体が4分の1を負担しており、豊橋市においても生活扶助世帯と生活保護費はＨ20年度では901世帯、2714百円だったのがＨ2度予算で4,889百万円が計上され、この額はＨ24年度市税収入の60,400百万円の8.1％と増大しています。その取り組みについてお伺いいたします。
（7）自治体主導での産業多角化について

　世界に冠たる我が国のものづくり産業は、経済のグローバル化や昨年来続く超円高のあおりを受け、厳しい逆風にさらされています。生き残りをかけて各企業は海外に生産拠点を移したり、国内にある工場を統合・再編する動きが、雇用喪失や地域経済の冷え込みをもたらしています。重厚長大型の製造業を念頭に置いて、法人税、固定資産税の増収や地域の雇用確保が主な目的だったが、そこに偏重してきたことの弊害が出てきています。よって自治体主導での産業多角化が要請されています。こうした背景から我がまちの成長産業をどのように位置づけ、今後の地域産業活性化を検討されているのか伺います。
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